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１ 自然動態分析：結婚に係る要因分析（１）

男性は1990(平成2)年頃から、女性は2000(平成12)年頃から、生涯未婚率が急速に上昇。割合は全国よりも長

野県の方が低いが、傾向は同じ。結婚意欲は、正規雇用よりも非正規雇用の方が低いものの、2002(平成

14)年と2012(平成24)年の比較では微増あるいは横ばいであり、必ずしも未婚率上昇の原因ではない。

性、正規・非正規別にみた20代独身者の結婚意欲ありの者の割合（全国）

生涯未婚率の推移（全国/長野県）

未婚者の割合が上昇している

（％）

平成14年調査
【女性】【男性】

生涯未婚率：50歳時点で一度も結

婚をしたことのない者の割合
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生涯未婚率の上昇は、若者の意識変化によるのではなく、結婚を抑制する要因の存在による。
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内閣府「平成26年版 少子化社会対策白書」 ※「結婚意欲あり」は「絶対したい」「なるべくしたい」の合計

結婚意欲は低下していない

国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2012年版」

（年）

（％）

平成14年調査 平成24年調査 平成24年調査

【女性】【男性】

18-34歳未婚者を対象とした調査では、男性の86.3％、女性の89.4％が「いずれ結婚するつも

り」と回答している。（国立社会保障・人口問題研究所「2010年出生動向基本調査」）
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１ 自然動態分析：結婚に係る要因分析（２）

結婚を抑制する主な社会的な要因としては、第一に交際機会と雇用形態等との関係、第二に所得の低下

に伴う結婚資金の不足がある。男女ともに雇用形態で交際状況が異なる。20代の年収では、1997(平成9)年

と比較して2007(平成19)年、2012(平成24)年ともに、250万円以上の者が減り、それ未満が増加。

結婚できない理由（全国）

性、正規・非正規別にみた20代独身者の交際異性ありの者の割合（全国）

内閣府「平成26年版 少子化社会対策白書」

国立社会保障・人口問題研究所

「2010年出生動向基本調査」

（％） 【女性】【男性】
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生涯未婚率の低下には、若者の雇用、所得等の改善が必要である。
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内閣府「平成26年版 少子化社会対策白書」

内閣府「平成26年版 少子化社会対策白書」

20代の収入階級別雇用者構成（全国）

非正規雇用の方が交際少ない

年収300万円未満の20代が増えている

（％）

（年収）

図１－５
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１ 自然動態分析：出産・子育てに係る要因分析（１）

一定の出産意欲（長野県：希望出生率1.84）があるものの、完結出生児数（結婚から15-19年経過した夫婦の平均出生子ども

数）は、近年では2002(平成14)年以降、低下傾向にある。平均初婚年齢、第一子出産時年齢ともに、1990(平

成2)年以降、一貫して上昇傾向にある。

完結出生児数の推移（全国）

国立社会保障・人口問題研究所「2010年出生動向基本調査」

※結婚からの経過期間が15-19年の夫婦の平均出生子ども数。

（人）

晩婚化と晩産化が進行している

図１－６

27.0 

30.4 

25.9

29.3
28.4

30.9

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

母の平均出生時年齢（歳） 妻の平均初婚年齢 夫の平均初婚年齢

1952 1957 1962 1967 1972 1977 1982 1987 1992 1997 2002 2005 2010

少子化・晩産化の進行は、出産意欲の低さよりも、出産を抑制する要因の存在が大きい。
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県民の「理想の子どもの数（夫婦）」

１位は３人で44.9％、２位は２人で

39.6％で、出産意欲は必ずしも低く

ない（長野県企画振興部調べ）

注：18～49歳女性回答

夫と妻の平均初婚年齢（長野県）・第一子出産時の年齢（全国）

（年）

（齢）

（年）

厚生労働省「人口動態統計」

図１－７



１ 自然動態分析：出産・子育てに係る要因分析（２）

理想の子ども数をもたない理由として、34歳以下で見ると、お金がかかる、仕事に影響がある、夫の協

力や育児負担等がある。子育ての私費負担では潜在的保育費（家庭内育児活動費＝働きに出れば児童福祉サービス費とな

る）と教育費が高い。女性の仕事・キャリアに影響が出やすく、夫の育児休業も取得率が低い。

妻の年齢別にみた、理想の子ども数を持たない理由（全国）

内閣府「平成26年版 少子化社会対策白書」

年収300万円未満の20代

が増えている（3頁参照）

潜在的保育費（家庭内育児活

動費用）と教育費、生活費

の私費負担が多い

育児休業取得率（長野県）

男性の育児休業取得率

は依然として低水準

（％）
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出生率の上昇には、若者世帯の所得、子育て費用、働き方等の改善が必要である。
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分野別にみた子育て費用総額

（18歳未満/2002年度）（全国）

内閣府「平成17年版 少子化社会白書」

の私費負担が多い

妊娠・出産前後に退職した理由（全国）

内閣府「平成26年版 少子化社会対策白書」

約４割の女性が仕事

やキャリアに影響

長野県「平成23年 労働条件等実態調査」

2001 2005 2009 2010

女性

男性

（年）
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２ 社会動態分析：転入に係る要因分析（１）

長野県内での働く場（求人倍率・求人数）は、一定の伸びを示しているものの、Ｕターン就職や県外からの転

職に結び付いていない。最大の要因は、求人と求職のミスマッチにある。ミスマッチには職種だけでな

く、求める人材像や職場像、雇用条件等もあると考えられる。

出身大学生Ｕターン就職率の推移（長野県）

長野県「平成26年度 県出身学生Ｕターン就職状況等調査」

求人規模の伸びに、Ｕターン就

求人倍率（全国/長野県）・求人数の推移（長野県）

（％）

（年）

長野県労働局
（倍） （件）

図２－１
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働く場の量を拡大し、質を改善するとともに、求人と求職のミスマッチを解消する必要がある。

6

職業別の新規常用求人・求職の状況（長野県）
長野県労働局「最近の雇用情勢（平成27年４月分）」

大きなミスマッチが

発生している

求人規模の伸びに、Ｕターン就

職が連動して伸びていない

（件）

（年）

未充足職種が充足できなかった理由（長野県）

長野県「平成26年度 県出身学生

Ｕターン就職状況等調査」
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今後1年以内に移住する予定・検討したいと思っている

今後5年をめどに移住する予定・検討したいと思っている

今後10年をめどに移住する予定・検討したいと思っている

具体的な時期は決まっていないが、検討したいと思っている

検討したいと思わない

移住したい都道府県

（2006年から９年連続１位）

１位 長　野　県

２位 静　岡　県

３位 千　葉　県

出典

田舎暮らしの本（宝島社）

：「移住したい都道府県アンケート

2015」（2015.2）

２ 社会動態分析：転入に係る要因分析（２）

東京から地方への移住を予定又は検討したいと考えている人は、都民（1339万人）の約４割（535.5万人）に達

し、なかでも移住先として長野県の人気は極めて高い。しかし、移住相談件数と行政サポート移住者数

は伸びているものの、潜在的ニーズから見れば少数にとどまり、社会動態に影響を与えていない。

移住したい都道府県アンケート結果

東京都から移住したい（予定又は検討）と思っている人の割合

長野県への潜在的な

移住ニーズは高い

内閣官房「東京都在住者の今後の移住に

関する意向調査（平成26年）」

40.7％

49.7％

移住予定・

検討したい（計）
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長野県への行政サポートによる移住者数（左目盛）

ふるさと回帰支援センターへの相談件数（右目盛）

潜在的移住者に対し、的確に情報を提供し、継続的にフォローする必要がある。

7

移住相談件数及び長野県への行政サポートによる移住者数の推移

ふるさと回帰支援センター及び長野県企画振興部調べ

移住を検討する上で困っている点

内閣官房「東京都在住者の今後の移住

に関する意向調査（平成26年）」

伸びているが、社会動態に影響を与える規模ではない

（人）

（年）

（件）

（％）
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２ 社会動態分析：転出に係る要因分析（１）

大学進学希望者が県内大学を選択できる余地は少なく、若者の県外流出の主要因となっている。大学進

学希望者の約25％が県内を希望しているが、実際には約16％しか県内進学できていない。また大学に

は、研究や人材育成、産業・行政との連携等、多面的な役割があることにも留意。

都道府県別大学収容力（2014年）

（大学収容力＝県内大学入学者数／県内18歳人口）

長野県（15.4％）は全国最低で、

８割以上の学生が県外流出

県内大学の

希望も一定

（％）
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大学の収容力を中心に、高等教育の収容力を高める必要がある。
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県内学生の県外進学率の推移（長野県）

文部科学省「学校基本調査」

県外４年制大学への進学率が高止まり

高校生の進学を希望する地域（長野県）

長野県「大学教育に関する

アンケート調査（平成22年）」

程度ある

（％）

（年）

長野県私学・高等教育課調べ図２－10

図２－11
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２ 社会動態分析：転出に係る要因分析（２）

東京圏私立大学の定員充足率は、2014(平成26)年で107.7％に達している一方、県内私立大学は平均で10％程

度の定員割れ状態となっている。県内大学在学者は過半数が県外出身で、県内大学出身者の約４割が県外就

職している。このように、県内大学を人口定着に十分活用できていない。

長野県内の大学・短大の定員充足率の推移

長野県県民文化部調べ

私立大学は定員に10％

程度満たない状態

（％）
図２－12

60

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

私立大学 私立短大 国公立大学 国公立短大

県内大学の定員充足率、県内出身者割合、県内就職割合を改善する必要がある。

9

県内大学出身者の県内就職の状況（長野県）

長野県県民文化部調べ

県内大学在学者の過半

数は県外出身

一部の県外出身者が県

内就職しているものの、

約４割は県外で就職

（年）

図２－13



３ 人口減少影響分析：人口密度

県内人口のピーク（221.5万人）であった2000(平成12)年当時であっても、10人/ha以上の人口密度があったの

は９市町。人口集中地区いわゆる市街地の面積は1960(昭和35)年から３倍以上に広がっているが、同地区

への居住人口は2005(平成17)年をピークに減少傾向。

人口集中地区（DID地区）の状況（長野県）

県内人口ピーク時の可住地人口密度（長野県/2000年）

県内人口ピーク時であっても、多くの市町村は可

住地人口密度の低い状態にあった

図３－１

図３－２

生活利便性やにぎわい、社会効率性の観点から、中心・拠点エリアで一定の集積を保つ必要がある。 10
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総務省統計局「国勢調査」

現状傾向で推移

すれば、既存市

街地の人口密度

が低下する

DID地区：4,000人/ｋ㎡以上

の地区が隣接する人口

5,000人以上の地区

（年）

総務省統計局「国勢調査」、「社会生活統計指標」

図３－２
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３ 人口減少影響分析：生活利便性

長野県では2000(平成12)年をピークに人口減少が始まっているが、生活拠点から遠い場所への住宅建設が

依然として進行。特に、徒歩圏内から外れる場所（郵便局・銀行500m以上、医療機関1000m以上、バス停500m以上）が多い。

建築物やインフラは長期間使用することから、早期の対応が重要。

最寄りの医療機関までの距離別住宅数（長野県）

総務省「住宅・土地統計調査」

最寄りの郵便局・銀行までの距離別住宅数（長野県）

総務省「住宅・土地統計調査」

生活関連施設や

公共交通機関か

ら遠い住宅が増

加傾向

1998 2003 2008 2013
（年）

図３－３
図３－４
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0

都市域の拡散を抑制するとともに、機能を集約化し、ネットワーク化を促進する必要がある。

11

総務省「住宅・土地統計調査」

最寄りの交通機関までの距離別住宅数（長野県）

役場・支所からの距離別

人口・人口推計（長野県非都市）

国土交通省「国土のグランドデザイン2050」

最寄駅からの距離

が1km超の住宅を、

最寄バス停からの

距離で分類。

役場・支所から３

km圏内でも人口

が減る推計

1998 2003 2008 2013

1988 1993 1998 2003 2008 2013
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（年）
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３ 人口減少影響分析：学校教育

特段の政策を講じない場合（社人研推計）、2040(平成52)年までに県内の小中学生が約40％減少。その影響によ

り、現在でも小学校の３校に１校、中学校の５校に１校ある単級以下の学校が増加すると考えられる。

小中学生の将来人口推計（長野県）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を

もとに長野県教育委員会事務局で試算

区分

平成22年

（2010）

A

平成52年

（2040）

B

B-A

小学生 123,488人 71,107人 ▲52,381人

中学生 62,304人 36,202人 ▲26,102人

計 185,792人 107,309人 ▲78,483人

小中学生の人口は2040

年までに４割減少

小規模自治体では

通学時間が長い傾

向にある

図３－７

0.00

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

人口減少の制約下でも、教育の質と学習・スポーツの機会を維持・確保する必要がある。

12

年までに４割減少

学級数 6以下 7～12 13～18 19～24 25以上 計

137 108 58 52 16 371

(36.9)(36.9)(36.9)(36.9) (29.1) (15.6) (14.0) (4.3) (100.0)

学級数 3以下 4～6 7～12 13～18 19～24 25以上 計

40 21 60 49 18 1 189

(21.2)(21.2)(21.2)(21.2) (11.1) (31.7) (25.9) (9.5) (0.5) (100.0)

小学校

（構成比％）

中学校

（構成比％）

公立小中学校学級別学校数（長野県/2013年度）

文部科学省「学校基本調査」

単級以下校の増加により、人間関係形成機会の

減少、集団で学び合う学習活動の制約の懸念
（時間　分） 1995年 2000年 2005年 2010年

1:12 1:07 1:12 1:16

0:51 0:46 0:46 0:51

0:57 0:51 0:50 0:54

1:25 1:23 1:27 1:29

東京圏 - 1:13 1:19 1:25

大阪圏 - 1:11 1:24 1:05

30万以上の市 - 0:55 1:07 1:00

10万以上の市 - 1:02 0:58 1:10

５万以上の市町村 - - - 1:04

５万未満の市町村 - - - 1:27

学生

小学生

中学生

高校生

都

市

規

模

別

通学時間（平日・往復の合計 行為者平均時間）（全国）

NHK放送文化研究所「生活時間調査 日本人の生活時間2010」単級以下校：１学年当たりの学級数が１以下の学校。

図３－８
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３ 人口減少影響分析：インフラ・建築物

このまま経過すれば、2020(平成32)年度末までに50年以上の県有施設は2260棟（25％）、50年以上の県管理橋

梁は1975橋（51％）。人口減少と老朽化が相まって、一人当たりのインフラ維持コストが増大。民間も空

き家が増加する一方、世帯数の減少に伴い、さらに空き家が増加する懸念がある。
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図３－10 図３－11

インフラでは長寿命化と配置の適正化、住宅では空き家の発生抑制と活用・縮減が必要である。
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３ 人口減少影響分析：ソーシャルキャピタル（社会関係資本）

高齢化により要援護者が増加。自主防災組織の活動カバー率は９割を維持しているが、実際の担い手と

なる消防団員は減少し、人口減少に伴い、共助が弱まる可能性。地域社会関係の核となる伝統行事も、

多くが継承の危機にあり、人口減少と住民間のつながりの希薄化の負のサイクルが懸念される。

自主防災組織活動カバー率（全国/長野県）

総務省消防庁「消防白書」

消防団員数の推移（長野県）

総務省消防庁「消防白書」

活動カバー率は安

定しているが、消

防団員数が減少

し、内実に懸念

図３－14 図３－15

地域住民のつながりを維持・向上する仕組みの強化が必要である。
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国・県の指定・選択に係る無形民俗文化財保存及び継承状況（長野県） 下伊那地方の伝統行事（芸能）の存続について

下伊那地方事務所調べ

人口減と高齢化に

より、伝統行事の継

承が危ぶまれる

①問題なく実施している 18 件 34.0 ％

②当面は問題ないが、将来的には

不安がある。

28 件 52.8 ％

③問題に直面しており、実施が困

難な状況である。

7 件 13.2 ％

④現在行事は実施されていない。 0 件 0.0 ％

計 53 件

長野県教育委員会事務局「国・県の指定・選択に係る無形民俗文化財保存及び継承状況調査」

図３－16 図３－17
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３ 人口減少影響分析：医療・介護（１）

高齢者人口（社人研推計）は、2020(平成32)年から2045(平成57)年頃まで60万人強で概ね横ばい傾向となるが、要

介護認定者は2015(平成27)年の11.5万人から、2025(平成37)年13.7万人、2035(平成47)年15.4万人と増加する見

込み。介護給付費は介護保険制度の始まった2000(平成12)年から2015(平成27)年までの間に３倍近く増加。

高齢者人口及び要介護認定者割合の推移（長野県）

（万人） （％）

（高齢者人口中の％）

長野県「高齢者プラン」

人口が減少しても

介護を要する人は

減少しない

国保医療費と介護給

図３－18
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支え手が減少することを前提に、高齢者の医療・介護の仕組みを持続可能にする必要がある。

15

※25年及び35年は社人

研推計を元に試算。

65,524

82,708
93,440

104,846
114,839

121,842
123,317

129,156

134,516
142,524

150,272

157,704
166,150

171,683

177,167
180,607

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

介護給付費の推移（長野県）

（年）

（百万円）

付費は右肩上がり

（百万円）国保医療費の推移（長野県）

（年）

長野県健康福祉部「国民健康保険事業状況」
厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」
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※2014及び2015年は長野県健康福祉部試算値
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３ 人口減少影響分析：医療・介護（２）

長野県の死因は、循環器系疾患（心疾患＋脳血管疾患）が約３割ともっとも多い。循環器系疾患は、１人当た

り医療費がもっとも高く、全国で見れば要介護４及び５の原因は脳血管疾患が１位。循環器系疾患は後

遺症や再発のリスクがあり、患者本人及び家族にとっても負担が大きい病気。
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循環器系の割合、医療

費、介護要因が高い
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循環器系疾患の死亡者・患者数を抑制する必要がある。
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要介護度

総数 脳血管疾患（脳卒中） 18.5 認知症 15.8 高齢による衰弱 13.4

要支援者 関節疾患 20.7 高齢による衰弱 15.4 骨折・転倒 14.6

要支援１ 関節疾患 23.5 高齢による衰弱 17.3 骨折・転倒 11.3

要支援２ 関節疾患 18.2 骨折・転倒 17.6 脳血管疾患（脳卒中） 14.1

要介護者 脳血管疾患（脳卒中） 21.7 認知症 21.4 高齢による衰弱 12.6

要介護１ 認知症 22.6 高齢による衰弱 16.1 脳血管疾患（脳卒中） 13.9

要介護２ 認知症 19.2 脳血管疾患（脳卒中） 18.9 高齢による衰弱 13.8

要介護３ 認知症 24.8 脳血管疾患（脳卒中） 23.5 高齢による衰弱 10.2

要介護４ 脳血管疾患（脳卒中） 30.9 認知症 17.3 骨折・転倒 14.0

要介護５ 脳血管疾患（脳卒中） 34.5 認知症 23.7 高齢による衰弱 8.7

第１位 第２位 第３位

要介護度別にみた介護が必要となった主な原因（全国/2013年）

厚生労働省「国民生活基礎調査」

（年）

図３－23



県内総生産額は長期的な低下傾向にあり、2001(平成13)年に約8.6兆円であったが、2012(平成24)年には約

7.7兆円にまで低下。最も生産額の大きい製造業が2001(平成13)年の約2.13兆円から2012(平成24)年の1.87兆

円に低下した一方、サービス業は同年比で約1.61兆円から約1.47兆円とそれほど低下していない。
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県内総生産

県内総生産と主要産業生産額の推移（長野県/2001-2012）（百万円）

人口減少対策を講じなければ

地域経済が縮小するおそれ

３ 人口減少影響分析：地域経済（１）

図３－24

働き手と購買力の確保により、産業の活力を維持する必要がある。
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長野県企画振興部情報政策課統計室「平成24年度（2012年度）長野県の県民経済計算」
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３ 人口減少影響分析：地域経済（２）

長野県内の主要な消費産品に対する県内事業所（県外資本の事業所を含む）での生産割合は、建設部門を除くと

100％に達していない。潜在力から見て、農林産品、飲食料品、木製品、エネルギー等は、自給率を高め

る余地がある。特にエネルギーは、効率性向上と地域資源での供給拡大によって資金流出を抑制でき

る。

主要産品の自給率（長野県）

地域で消費する産品の一部を地域で生

産しうる可能性のある産業部門

化石燃料の使用に伴う長野県から海外への資金流出額の推計（長野県）

図３－25

図３－26
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農林産品・飲食料品等の供給力・流通力を高め、省エネ・自然エネを促進する必要がある。
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長野県産業連関表の平成12年度版と平成17年度版より長野県企画振興部作成

（％）

長野県環境部作成

石油・石炭製品（ガソリン、灯油等）及び電

力・ガス等の使用に伴って海外へ流出



３ 人口減少影響分析：労働生産性（１）

労働生産性とは、企業の稼ぐ力であり、賃金と雇用の源泉となる。県全体の労働生産性を高めるために

は、①既存産業の売上高を増やして費用総額を減らす、②労働生産性の高い事業所を新規立地させる、

③就業率を高める（無業者を減らす）等が重要。
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内閣府「平成24年度県民経済計算」及び総務省「人口推計」より長野県企画振興部作成

※分母は平成24年10月１日現在の20～64歳の総人口

長野県

東京都

（17位）

図３－27

就業率を高めつつ、県全体の労働生産性を高める必要がある。
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県全体の労働生産性（１人当たり） ＝

県内総生産額（付加価値額）

20-64歳人口※

※ 本来の労働生産性では、就業者を分母にするが、県全体で分母を減らして数値を改善する（＝無業者を増やす）ことは本旨に反するため、

20-64歳人口としている。この場合、就業者が増えれば数値の改善となり、65歳以上の就業者が増えればボーナスとして数値が改善する。
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３ 人口減少影響分析：労働生産性（２）

付加価値構成比及び従業者構成比とも、上位から、製造業、卸売・小売業、医療・福祉。全国の産業構

成比と比較して、製造業の構成比が大きい（付加価値＋9.2％、就業者＋6.7％）。一方、労働生産性は

多くの産業で全国を下回っており、宿泊・飲食など少数の上回る産業も全国平均並み。

労働生産性が全般

的に低い

サービス産業従事

者は65.8％

図３－28

産業全般、特に従業者構成比の高いサービス産業の労働生産性を高める必要がある。
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経済産業省「地域経済分析（長野県）」



３ 人口減少影響分析：産業の担い手

生産年齢人口の減少に伴い、県内においても全国同様に労働力が不足すると考えられる。また、約65％

（約3400社）の県内企業が後継者不足の状態にある（帝国データバンク平成26年８月調査「後継者問題に関する長野県内企業の実

態調査」）。一方、働く意欲のある女性（特に育児中の女性）、高齢者、障がい者も多数存在。

労働力人口の将来推計（全国）
経済財政諮問会議

選択する未来委員会（万人）

高齢者が参加したいと考える活動（長野県）

育児中の女性、高齢者、

障がい者を人材として活

労働力が全国的に不足し

ていく

図３－29

図３－30
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長野県 日本（全国）

企業の後継者確保とともに、女性、高齢者、障がい者の就労を阻む社会的バリアを解消する必要がある。
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長野県「平成25年元気高齢者等実態調査」

長野労働局「平成26年度障がい者の職業紹介状況」

障がい者の求職・就職等の推移（長野県）

障がい者を人材として活

用する余地がある

女性の年齢階級別労働力率（全国/長野県）

（％）
「労働力調査」「国勢調査」
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